


300億ドルの目標達成できず

　第 7 回 ア フリカ開発会議
（TICAD7）が８月28～30日、
横浜で開催される。横浜開催は
2008年、13年に続く３回目とな
る。16年に開かれたTICADⅥは、
初のアフリカ開催となり、ケニア
の首都ナイロビで開かれた。参加
国はアフリカで53カ国。参加者
は１万1,000人に達した。
　国際会議では、外交面で、また
国威発揚という点で、どのくらい
のレベルの人たちがどれほど集ま
ったのかが、重視されがちである。
だが、そもそもTICADはどうし
たらアフリカが発展するか、アフ
リカの社会・経済発展を専門的に
議論し、先進ドナー国がそれにど
う応じていくかが問われる会議で
ある。だから、本来は参加者数を
競ったり、トップレベルの人たち
が何人集まったかなどを競ったり
する会議ではない。他国に先んじ
てアフリカとの国際会議を立ち上
げた日本としては、「中国アフリ
カ協力フォーラム」（FOCAC）な

どの物量を誇る挑戦的な政治ショ
ーに動揺することなく、日本らし
い協力の道筋を示してほしいもの
だ。
　それにしても、日本は大いに反
省しなければならない。それは、
前回のTICADⅥで約束した「官
民合わせて総額300億ドル規模の
対アフリカ投資」が、約半分の
160億ドル（2018年9月時点）し
か達成できていなかったことだ。
その最大の理由は、民間投資が不
調だったからだと言う。これで、
「アフリカ協力は民間投資の時
代」という触れ込みが大いに狂っ
たことになる。
　政府はどう説明するのか判然と
しないが、大きな見込み違いをし
たことになる。政府は民間のアフ
リカ投資をどう理解していたのか。
国際会議での約束が果たされなか
ったことは、日本の国辱に値しよ
う。大いに反省しなければならな
い。ただ、商売は「水もの」と言
われるくらい、常に流動的である。
簡単にアフリカへの民間投資を増
やすと言われても、たった３年間

で投資計画が順調に進むものでも
ない。民間ビジネスとはそういう
ものである。そうしたリスクは、
公約に入れた時から考えなければ
ならない問題だろう。

世界9位のアフリカ投資日本

　日系企業のアフリカへの進出状
況は、外務省アフリカ部によると
2017年10月時点で支店、駐在員
事務所、現地法人などを含めると
総計796拠点ある。なかでも、南
アフリカが282拠点と群を抜いて
いる。次いで、モロッコ（58拠
点）、エジプト（50拠点）、ガ
ーナ（44拠点）、ナイジェリア
（40拠点）、モザンビーク（29
拠点）、タンザニア（22拠点）、
ウガンダ（22拠点）、チュニジ
ア（19拠点）、のようである。
こうした進出状況は、1960年代
初期の東南アジアへの進出状況と
同じくらいのレベルではないだろ
うか。
　ところが、アフリカのビジネス
環境は決して悪くないという見方
もある。世界銀行によるとマダガ

スカル島近くの小さな島国モーリ
シャスが、世界ランキング12～
14位に入るタイ、マレーシア、
日本と同じだと言うから驚きだ。
そして、モーリシャスに次ぐルワ
ンダはブルネイ、その次のモロッ
コはモンゴル、ベトナム、そして
ケニアはインドネシア、中国と同
じレベルだと言う。
　次にアフリカ投資を国際比較し
てみよう。少々古いデータだが、
国連貿易開発会議（UNCTAD）
のデータによると2012年の時点
で第１位が米国、第２位が英国、
第３位がフランスで他を大きく引
き離している。続く４位が南アフ
リカ、５位が中国、６位がシンガ
ポール、７位がイタリア、８位が
インド、そして９位が日本という
順位になっている。アフリカ投資
の御三家である米・英・仏は、そ
れぞれ植民地時代を含めて歴史的
な関わり合いが深いせいか、他を
大きく引き離している。その主な
投資があらゆる地下資源開発（原
油を含む）であることは明白であ
る。だから、投資額も大きくなる。
　恐らく中国も、農業や資源開発
が主な投資分野であろう。シンガ
ポールとインドは提携するケース
が見られる。たとえば、水分野の
開発で両国は東アフリカ一帯に水
供給ネットワークを築こうとして
いると聞く。東アフリカ一帯は
“印僑の根拠地“であるから、イ
ンドにとっては有利な地域である。
　とにかく、アフリカ投資の大宗
を占めるものは資源開発のようで
ある。日本のアフリカでの資源開
発と言うと、たとえばモザンビー

クでのアルミ開発、マダガスカル
でのニッケル開発などが知られて
いる。今では、オフショア原油開
発を含めて、日本独自の資源開発
は昔に比べてめっきり少なくなり、
欧米諸国やオーストラリアなどの
大型資源開発に資本参加しながら
出資分の資源配分を受け取る時代
になっているようだ。つまり、そ
れは資源確保に対するリスクヘッ
ジでもある。恐らく、今後も同じ
方式だとしたらアフリカへの日本
単独の資源開発投資はそれほど増
えないだろう。

治安が最大の投資リスク

　最後に、アフリカへの最大の投
資リスクを考えてみよう。企業側
に立てば、それは端的に言って治
安問題だと言う。ケニアでは無法
地帯のソマリアからのゲリラが首
都ナイロビを襲う。ナイジェリア
北部でもゲリラが出没して多大の
被害を与えている。貧困に根ざし
た強盗の類は日常茶飯事で、都市

の治安を悪化させる原因になって
いる。こうした治安問題がアフリ
カへの企業進出の手かせ足かせに
なっているのではないだろうか。
　現在、日本の企業トップが一番
恐れていることは、進出先で犠牲
者が出ることである。一人の犠牲
者だけで株主総会において経営責
任が問われる時代であるから、東
京の本社経営陣はそれを恐れ、ア
フリカへの進出をためらっている
のではないだろうか。もっとも欧
米企業マンたちは身を守るために、
時に拳銃の携帯も許可されている
と聞く。日本ではそれは許されな
い。あくまでも無防備で自己責任、
自社責任が問われる。
　最後に一言。アフリカは地球最
後の巨大市場の楽園だと言われる。
ある学者は「アフリカは資本主義
の生き残りを賭けた最後の砦だ」
と言う。その意味でも、日本の投
資家や経営者はアフリカに対する
しっかりした展望を持つ必要があ
るだろう。
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“地球最後の巨大市場”アフリカ
懸念される日本企業の戦略

コートジボワールの市場





“女性”から“ジェンダー”へ

　1970年代頃までの国際協力の
世界では、男女間の不平等を是正
する上で「開発と女性（WID）」
という概念の下、女性に焦点が当
てられていた。しかし、これは女
性を弱者としてのみ捉えるという
目線に立ったものだった。必要な
のは、男性も含めたジェンダーを
めぐる社会規範の改革であり、そ
れを通じて男性も女性も平等に政
治や経済など社会のあらゆる領域
に関わる権利を持つこと。これが
今日の主流となっている「ジェン
ダーと開発（GAD）」の考え方
である。
　“女性”から“ジェンダー”へ
の変化は、1985年にケニア・ナ
イロビで開かれた第３回世界女性
会議で打ち出された「ナイロビ将
来戦略」に反映されている。そし
て、95年に北京で開かれた第４

回世界女性会議で、「ジェンダー
主流化」が議論に加えられた。
　ジェンダー主流化は、国際協力
のプロジェクトや国の政策などに
おいて、企画・実施・成果・評価
という全ての段階でジェンダーの
視点が入ることを指す。企画の段
階からその結果が男女誰にどうい
うインパクトを与えるかを見据え、
波及効果も含め成果を検証する。
これまでは女性は実施に関わり、
決定権は男性が持つことが多かっ
た。そうではなく、全ての過程に
おいて男女とも参画することが重
視される。こうしたジェンダー主
流化に加え、女性のエンパワーメ
ントを車の両輪として進めること
で、ジェンダー平等が達成される
という図式だ。
　ジェンダー平等や主流化は、女
性だけでなく男性にも益するもの
であり、持続可能な成長に不可欠
な要素だ。実際、女性の労働参加

率が男性と同じ水準になれば、世
界の経済成長に12兆ドルプラス
になるとの試算も出ている。Ｇ
20のエンゲージメントグループ
の一つであるW20は、2025年ま
でに労働市場参加率の男女差を各
国が25％縮小することを目指す
「25 by 25」を掲げている。さ
らに、今年のG20大阪サミットを
含め、最近のG7やG20では、首
脳宣言でジェンダー平等や主流化
を重視する文言を明記するように
もなっている。
　昨今は、企業がセクハラで訴え
られて高額な賠償金の支払いを命
じられることも珍しくない。“ジ
ェンダー不平等”であることは、
大きなリスクでもあるのだ。

日本にも変化

　こうした流れを受けて、政策や
外交においてジェンダー主流化を
進める国が出始めている。カナダ

外務省は自らの外交を「フェミニ
スト・ディプロマシー」と表現し
ている。ジェンダー視点で外交政
策を考え、予算配分においてもジ
ェンダー視点があるかないかを一
つの基準にしているという。
　国際協力の世界でも、ジェンダ
ー主流化は今や「大前提」、「決
まり事」となっている。国連では
アントニオ・グテーレス事務総長
がジェンダー平等に向けた戦略を
発表しており、ジェンダー視点の
ないプロジェクトやイベントには
協力しないという動きも出ている。
他方、日本の国際協力では1990
年代に入ってからWIDへの関心
が高まるなど、世界の動きから遅
れていた。日本社会でも大学進学
や政治参画などでジェンダー・ギ
ャップを感じる機会は多い。国際
社会の動きには敏感にはなってい
るが、未だに「女性は弱者、意思
決定者ではない」というWIDの
マインドでジェンダーを捉えてい
ることが多い。
　とはいえ、政府の意識は徐々に
変化しつつある。一つのきっかけ
は、東日本大震災時の避難や支援
においてジェンダー視点が欠けて
いたことが露呈し、批判を受けた
ことだ。以来、防災分野でのジェ
ンダー意識は高まっている。
　G20大阪サミットでも、W20
が安倍晋三首相に手渡した提言が
概ね首脳宣言に盛り込まれた。
「25by25」については、年次での
進捗と行動を G20 首脳レベルで
各国が共有することが初めて盛り
込まれたのは、とても喜ばしいこ

とだ。これには、外務省の女性参
画推進室の貢献が欠かせなかった。
　外務省に関しては、「女性・平
和・安全保障に関する行動計画」
の評価委員会が、日本がこれまで
立ち上げた支援プロジェクトの評
価を、ジェンダー主流化の観点か
ら行っている。当初は、企画段階
からジェンダー主流化視点の明瞭
な事例は数えるくらいしかなかっ
た。しかし、プロジェクトの目的
や対象の選択、ステークホルダー
の多様化などにみるジェンダー視
点の強化は、この３年で着実に進
んでいる。
　ただ、アウトカムまで見据えた
企画は稀で、アウトプットの成果
と女性のエンパワーメントおよび
ジェンダー主流化との関連を明確
にすることが課題だ。

悪弊断ち切る試みも

　日本のジェンダー主流化だけで
なく、開発途上国でジェンダー平
等や主流化を進めるにあたって、
さまざまな課題がある。カナダや
英国、スカンジナビア諸国などは
ジェンダー視点の開発援助を積極
的に展開しており、国際基準の汎
用や国際機関との協力が普及して
いる。
　他方、日本の援助は相手国のニ
ーズを尊重することを基本とする。
例えば日本は、タリバーン政権崩
壊後のアフガニスタンに対して、
さまざまな女性支援を展開した。
だが、家父長制が根付いている同
国では、決定権を持つのは男性だ。
女子教育の普及に必要な女性教員

育成の場合、成人女性でも単身で
親元を離れることは困難だ。この
時、GADの考え方に基づけば、
女性のエンパワーメントには家父
長制を含む社会規範の変革に取り
組むべきだとなる。しかし、現地
の社会規範や慣習に抵抗しない形
で、日本は寄宿舎制の学校を建て
るなどの工夫をした。結果、女性
教員の育成は成功した。その一方
で、地方の学校への就任を好まな
い女性の教員候補の存在や単身女
性教員を受け入れない地域という
障壁に直面することになった。
　女性のエンパワーメントを阻害
する悪弊を断ち切ることは難しい。
もう一歩踏み出すことが必要であ
り、そのための必須条件としては、
国連など国際機関がジェンダー平
等を進める上で定めている国際基
準の活用だ。
　国際社会においても、問題は山
積みだ。女性の自立や権利向上を
促す昨今の動きに批判的な国は少
なからずあり、そうした国は国際
会議でこれまでの流れを後退させ
るような提案を出す。
　また、持続可能な開発目標
（SDGs）においても、ジェンダ
ー主流化の観点で見れば、ジェン
ダー平等を謳う目標５だけでなく
すべての目標にジェンダー視点が
必要となる。しかし、気候変動な
ど一見ジェンダーとは関係ない分
野で理解を広めるのは難しい。ジ
ェンダー主流化への関心は高まり
つつあるが、アクションに繋げる
にはさらなるスピーディーな前進
が必要だ。

持続可能な成長に不可欠

回世界女性会議で、「ジェンダー 率が男性と同じ水準になれば、世

「ジェンダー主流化は国際協力における大前提」。そう語
るのは、（特活）Gender Action Platform（GAP）の理
事長で、大阪G20サミットのエンゲージメントグループの
一つW20（Women20）の共同代表も務めた、目黒依子
氏だ。世界のジェンダー意識はどう変わっているのか。日
本は何をすべきか。目黒氏に聞いた。

「ジェンダー主流化は国際協力における大前提」。そう語「ジェンダー主流化は国際協力における大前提」。そう語
るのは、（特活）Gender Action Platform（GAP）の理るのは、（特活）Gender Action Platform（GAP）の理

（特活）Gender Action Platform（GAP） 理事長／
上智大学 名誉教授

目黒 依子氏

G20大阪サミットでも明記

総　論1 進むジェンダー主流化～問われる日本の開発協力
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